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第一部 【企業情報】
 

第１ 【企業の概況】
 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第133期
第３四半期
連結累計期間

第134期
第３四半期
連結累計期間

第133期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年12月31日

自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上高
(百万円)

283,796 321,543 397,940

(第３四半期連結会計期間) (116,569) (113,172)  

税引前四半期(当期)利益
又は損失(△)

(百万円) △5,084 394 △608

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)利益又は損失(△) (百万円)

△7,257 △4,644 △4,957

(第３四半期連結会計期間) (5,395) (△1,164)  

親会社の所有者に帰属する
四半期(当期)包括利益

(百万円) △7,811 271 3,031

親会社の所有者に帰属する持分 (百万円) 142,087 151,453 152,636

総資産額 (百万円) 367,281 391,264 379,502

基本的１株当たり四半期(当期)
利益又は損失(△) (円)

△69.89 △44.73 △47.74

(第３四半期連結会計期間) (51.97) (△11.21)  

希薄化後１株当たり
四半期(当期)利益

(円) ― ― ―

親会社所有者帰属持分比率 (％) 38.7 38.7 40.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 21,475 8,751 29,830

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △19,697 △18,712 △26,126

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,112 9,164 △6,032

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 29,480 30,337 31,080
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．希薄化後１株当たり四半期(当期)利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４．上記指標は、国際会計基準(以下、「IFRS」という。)により作成した要約四半期連結財務諸表及び連結財務

諸表に基づいております。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、新型コロナウイルス感染症の収束が見えないものの、ワクチン

接種の普及に伴う経済活動制限の緩和等から、緩やかな回復が見られました。

当社グループに関連する業界については、経済活動の段階的な再開により需要の持ち直しが見られたものの、新

型コロナウイルス感染症の拡大によるサプライチェーンの混乱や半導体不足による顧客の減産、さらに原材料価格

や物流費高騰の影響を受けるなど、厳しい状況が続きました。

このような中、当社グループでは、外部環境の変化に柔軟に対応し、利益を安定的に確保できる筋肉質な経営体

質を目指して、引き続き拠点の統廃合・集約など構造改革による最適化や、より一層の原価低減活動等を通じた収

益力の強化に努めています。

当第３四半期連結累計期間における連結業績については、売上高は321,543百万円（前年同期比13.3％増）、事業

利益は1,120百万円（前年同期比66.4％増）、営業利益は1,012百万円（前年同期は4,374百万円の営業損失）、税引

前四半期利益は394百万円（前年同期は5,084百万円の税引前四半期損失）、親会社の所有者に帰属する四半期損失

は4,644百万円（前年同期は7,257百万円の親会社の所有者に帰属する四半期損失）となりました。

 
※事業利益は、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除し、持分法による投資損益を含めて算出して

おります。

 
各セグメントの業績は、次のとおりです。

＜自動車用品＞

外部顧客への売上高は、新型コロナウイルス感染症拡大の長期化や半導体不足等による自動車の減産があったも

のの、多くの地域で前年同期と比べて主要顧客の生産台数が増加したことや円安の進行による為替換算の影響によ

り、277,159百万円（前年同期比13.1％増）となりました。

事業利益は、売上が増加したものの、鋼材等の原材料価格や物流費高騰などの影響を受け、2,419百万円（前年同

期は643百万円の事業損失）の赤字となりました。

 
＜一般産業用品＞

外部顧客への売上高は、44,384百万円（前年同期比14.7％増）となりました。

プリンター向け機能部品は、ペーパーレス化や労働環境の変化などを背景に、一定量の需要減少傾向が見られる

ものの、前年同期と比べて需要が増加したため、増収となりました。

高圧ホースは、各国の経済活動の回復により住宅投資やインフラ投資などが活発となったため、日本は輸出向け

を中心に需要が増加しました。また中国では、輸出向けや建機以外の工作機械向けなどの需要も取り込み、増収と

なりました。

事業利益は、主として売上増加により、3,539百万円（前年同期比2.7倍）となりました。 
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（単位：百万円、増減率％）

 
外部顧客への売上高

事業利益
日本 米州 アジア 欧州その他 合計

2020年度
 
 
 

自動車用品 78,438 55,218 82,678 28,761 245,095 △643

一般産業用品 25,887 207 11,755 852 38,701 1,316

合計 104,325 55,425 94,433 29,613 283,796 673

2021年度
 
 
 

自動車用品 82,270 66,733 96,449 31,707 277,159 △2,419

一般産業用品 30,685 119 13,278 302 44,384 3,539

合計 112,955 66,852 109,727 32,009 321,543 1,120

増減率
 
 
 

自動車用品 +4.9 +20.9 +16.7 +10.2 +13.1 -

一般産業用品 +18.5 -42.5 +13.0 -64.6 +14.7 -

合計 +8.3 +20.6 +16.2 +8.1 +13.3 +66.4
 

 
(2)財政状態の分析

＜資産＞

 流動資産は、197,236百万円（前連結会計年度末比9,562百万円増）となりました。これは、棚卸資産が13,822百

万円増加したことなどによるものです。非流動資産は194,028百万円（前連結会計年度末比2,200百万円増）となり

ました。これは、有形固定資産が1,256百万円増加したことなどによるものです。

以上の結果、資産合計は、391,264百万円（前連結会計年度末比11,762百万円増）となりました。

　

＜負債＞

負債合計は、220,586百万円（前連結会計年度末比12,555百万円増）となりました。これは社債及び借入金(非流

動)が9,501百万円増加したことなどによるものです。

 
＜資本＞

資本合計は、170,678百万円（前連結会計年度末比793百万円減）となりました。親会社所有者帰属持分比率は

38.7％となりました。

 
(3)キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結累計期間末の現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、前連結会計年度末より437百万

円減少し、当第３四半期連結累計期間末には30,337百万円となりました。

当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結累計期間において営業活動により得られた資金は、8,751百万円（前年同期比12,242百万円の減

少）となりました。

これは主に、減価償却費及び償却費22,719百万円と、棚卸資産の増加12,252百万円によるものであります。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結累計期間において投資活動により使用した資金は、18,712百万円（前年同期比985百万円の減

少）となりました。

これは主に、有形固定資産及び無形資産の取得による支出19,583百万円によるものであります。

 
 
 
 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結累計期間において財務活動により得られた資金は、9,164百万円（前年同期比14,276百万円の増
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加）となりました。これは、短期借入金及びコマーシャルペーパーの増加13,838百万円によるものです。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(5) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、10,690百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
(6) 生産、受注及び販売の実績

当社グループの自動車用品セグメントについて、当第３四半期連結累計期間における販売実績は、新型コロナウ

イルス感染症拡大の長期化や半導体不足等による自動車の減産影響があったものの、「(1) 業績の状況」に記載の

通り、増加しております。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000,000

計 400,000,000
 

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在発行数
(株)

(2022年２月２日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 104,042,806 104,042,806
東京証券取引所市場第一部
名古屋証券取引所市場第一部

１単元(100株)

計 104,042,806 104,042,806 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2021年10月１日～
2021年12月31日

― 104,042,806 ― 12,145 ― 10,867
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2021年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

    (2021年９月30日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式 (自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式 (その他) ― ― ―

完全議決権株式 (自己株式等) 普通株式 216,500 ― １単元(100株)

完全議決権株式 (その他) 普通株式 103,770,400 1,037,704 １単元(100株)(注１)

単元未満株式 普通株式 55,906 ―
１単元(100株)
未満の株式(注２)

発行済株式総数  104,042,806 ― ―

総株主の議決権 ― 1,037,704 ―
 

(注) １.「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式200株(議決権２個)が含まれております。

２.「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式76株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  (2021年９月30日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

住友理工株式会社
愛知県小牧市
東三丁目１番地

216,500 ― 216,500 0.21

計 ― 216,500 ― 216,500 0.21
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　要約四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。)第１条の２に定める「指定国際会計基準特定会社」の要件

をすべて満たすことから、同第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」(以下、「IAS第34号」とい

う。)に準拠して作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2021年10月１日から2021年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る要約四半期連結財務諸表

について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【要約四半期連結財務諸表】

① 【要約四半期連結財政状態計算書】

　 　 　 (単位：百万円)

　 注記
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期
連結会計期間
(2021年12月31日)

資産  　  

流動資産    

現金及び現金同等物 7 31,080 30,337

営業債権及びその他の債権 7 87,338 84,584

棚卸資産  60,878 74,700

未収法人所得税  1,210 604

その他の金融資産 7 786 1,040

その他の流動資産  6,382 5,971

流動資産合計  187,674 197,236

    

非流動資産    

有形固定資産  143,228 144,484

使用権資産  6,209 6,352

のれん  654 635

無形資産  17,220 17,273

持分法で会計処理されている投資  3,556 3,595

繰延税金資産  3,804 3,773

退職給付に係る資産  10,939 10,655

その他の金融資産 7 5,098 6,236

その他の非流動資産  1,120 1,025

非流動資産合計  191,828 194,028

資産合計  379,502 391,264

    

負債    

流動負債    

営業債務及びその他の債務 7 72,860 72,771

社債及び借入金 7 34,195 38,842

未払法人所得税  1,690 1,717

引当金  3,661 3,670

リース負債  2,727 2,779

その他の金融負債 7 1,949 1,562

その他の流動負債  11,360 10,737

流動負債合計  128,442 132,078

    

非流動負債    

社債及び借入金 7 59,260 68,761

繰延税金負債  5,209 4,740

退職給付に係る負債  7,949 8,092

引当金  499 518

リース負債  3,400 3,295

その他の金融負債 7 191 249

その他の非流動負債  3,081 2,853

非流動負債合計  79,589 88,508

負債合計  208,031 220,586

    

資本    

資本金  12,145 12,145

資本剰余金  12,051 12,051

利益剰余金  131,320 125,222

自己株式  △273 △273

その他の資本の構成要素  △2,607 2,308

親会社の所有者に帰属する持分合計  152,636 151,453

非支配持分  18,835 19,225

資本合計  171,471 170,678

負債及び資本合計  379,502 391,264
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② 【要約四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

　 　 　 (単位：百万円)

　 注記

前第３四半期
連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期
連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 5,6 283,796 321,543

売上原価  △245,177 △281,125

売上総利益  38,619 40,418

販売費及び一般管理費  △37,846 △39,342

持分法による投資利益又は損失（△）  △100 44

事業利益 5 673 1,120

その他の収益  1,042 1,381

その他の費用  △6,089 △1,489

営業利益又は損失（△）  △4,374 1,012

金融収益  153 273

金融費用  △863 △891

税引前四半期利益又は損失（△）  △5,084 394

法人所得税費用  △1,431 △3,462

四半期損失（△）  △6,515 △3,068

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  △7,257 △4,644

非支配持分  742 1,576

四半期損失（△）  △6,515 △3,068

    

１株当たり四半期利益    

基本的１株当たり四半期損失（△）(円) 9 △69.89 △44.73
 

 

【第３四半期連結会計期間】

　 　 　 (単位：百万円)

　 注記

前第３四半期
連結会計期間

(自　2020年10月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期
連結会計期間

(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 5 116,569 113,172

売上原価  △95,682 △98,767

売上総利益  20,887 14,405

販売費及び一般管理費  △12,682 △13,362

持分法による投資利益又は損失（△）  10 △25

事業利益 5 8,215 1,018

その他の収益  335 524

その他の費用  △587 △413

営業利益  7,963 1,129

金融収益  47 80

金融費用  △251 △334

税引前四半期利益  7,759 875

法人所得税費用  △1,631 △1,373

四半期利益又は損失（△）  6,128 △498

    

四半期利益の帰属    

親会社の所有者  5,395 △1,164

非支配持分  733 666

四半期利益又は損失（△）  6,128 △498

    

１株当たり四半期利益    
基本的１株当たり四半期利益
又は損失（△）(円)

9 51.97 △11.21
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③ 【要約四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

　 　 　 (単位：百万円)

 注記

前第３四半期
連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期
連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

四半期損失（△）  △6,515 △3,068

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    
その他の包括利益を通じて公正価値で測定される
金融資産

 △526 673

持分法によるその他の包括利益  0 0

    

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の為替換算差額  591 4,010

キャッシュ・フロー・ヘッジ  39 25

持分法によるその他の包括利益  △93 53

その他の包括利益合計  11 4,761

四半期包括利益  △6,504 1,693

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  △7,811 271

非支配持分  1,307 1,422

四半期包括利益  △6,504 1,693
 

 

【第３四半期連結会計期間】

　 　 　 (単位：百万円)

 注記

前第３四半期
連結会計期間

(自　2020年10月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期
連結会計期間

(自　2021年10月１日
　至　2021年12月31日)

四半期利益又は損失（△）  6,128 △498

    

その他の包括利益    

純損益に振り替えられることのない項目    
その他の包括利益を通じて公正価値で測定される
金融資産

 △3 △3

持分法によるその他の包括利益  0 0

    

純損益に振り替えられる可能性のある項目    

在外営業活動体の為替換算差額  1,147 4,152

キャッシュ・フロー・ヘッジ  10 8

持分法によるその他の包括利益  7 △34

その他の包括利益合計  1,161 4,123

四半期包括利益  7,289 3,625

    

四半期包括利益の帰属    

親会社の所有者  6,129 2,263

非支配持分  1,160 1,362

四半期包括利益  7,289 3,625
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④ 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)
(単位：百万円)

 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定される金融
資産

確定給付制度
の再測定

2020年４月１日残高  12,145 12,051 134,322 △272 3,332 ―

四半期利益又は損失(△)  ― ― △7,257 ― ― ―

その他の包括利益  ― ― ― ― △526 ―

四半期包括利益合計  ― ― △7,257 ― △526 ―

自己株式の取得及び処分  ― ― ― △0 ― ―

剰余金の配当 8 ― ― △727 ― ― ―

その他  ― ― △0 ― ― ―

所有者との取引額等合計  ― ― △727 △0 ― ―

2020年12月31日残高  12,145 12,051 126,338 △272 2,806 ―
 

 

　 注記

その他の資本の構成要素
親会社の所
有者に帰属
する持分合
計

非支配
持分

資本合計在外営業活
動体の為替
換算差額

キャッ
シュ・フ
ロー・ヘッ

ジ

合計

2020年４月１日残高  △10,844 △109 △7,621 150,625 17,043 167,668

四半期利益又は損失(△)  ― ― ― △7,257 742 △6,515

その他の包括利益  △67 39 △554 △554 565 11

四半期包括利益合計  △67 39 △554 △7,811 1,307 △6,504

自己株式の取得及び処分  ― ― ― △0 ― △0

剰余金の配当 8 ― ― ― △727 △880 △1,607

その他  ― ― ― △0 ― △0

所有者との取引額等合計  ― ― ― △727 △880 △1,607

2020年12月31日残高  △10,911 △70 △8,175 142,087 17,470 159,557
 

 
当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

(単位：百万円)

 注記 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

その他の資本の構成要素

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定される金融
資産

確定給付制度
の再測定

2021年４月１日残高  12,145 12,051 131,320 △273 2,825 ―

四半期利益又は損失(△)  ― ― △4,644 ― ― ―

その他の包括利益  ― ― ― ― 673 ―

四半期包括利益合計  ― ― △4,644 ― 673 ―

自己株式の取得及び処分  ― ― ― 0 ― ―

剰余金の配当 8 ― ― △1,454 ― ― ―

所有者との取引額等合計  ― ― △1,454 0 ― ―

2021年12月31日残高  12,145 12,051 125,222 △273 3,498 ―
 

 

　 注記

その他の資本の構成要素
親会社の所
有者に帰属
する持分合
計

非支配
持分

資本合計在外営業活
動体の為替
換算差額

キャッ
シュ・フ
ロー・ヘッ

ジ

合計

2021年４月１日残高  △5,372 △60 △2,607 152,636 18,835 171,471

四半期利益又は損失(△)  ― ― ― △4,644 1,576 △3,068

その他の包括利益  4,217 25 4,915 4,915 △154 4,761

四半期包括利益合計  4,217 25 4,915 271 1,422 1,693

自己株式の取得及び処分  ― ― ― 0 ― 0

剰余金の配当 8 ― ― ― △1,454 △1,032 △2,486

所有者との取引額等合計  ― ― ― △1,454 △1,032 △2,486

2021年12月31日残高  △1,155 △35 2,308 151,453 19,225 170,678
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⑤ 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　 　 (単位：百万円)

　 注記

前第３四半期
連結累計期間

(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期
連結累計期間

(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前四半期利益又は損失（△）  △5,084 394

減価償却費及び償却費  23,500 22,719

事業整理損失  2,435 ―

子会社清算損  238 ―

持分法による投資損益(△は益)  100 △44

受取利息及び受取配当金  △132 △199

支払利息  667 723

営業債権及びその他の債権の増減額(△は増加)  △7,582 4,429

棚卸資産の増減額(△は増加)  2,678 △12,252

営業債務及びその他の債務の増減額(△は減少)  3,270 △2,563

引当金の増減額(△は減少)  1,842 △52

その他  3,075 △390

小計  25,007 12,765

利息及び配当金の受取額  121 256

利息の支払額  △566 △740

法人所得税の支払額  △3,087 △3,530

営業活動によるキャッシュ・フロー  21,475 8,751

投資活動によるキャッシュ・フロー    
有形固定資産及び無形資産の取得による支出  △18,116 △19,583

有形固定資産及び無形資産の売却による収入  313 822
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による
支出

 △1,833 ―

その他の金融資産の売却による収入  ― 21

その他  △61 28

投資活動によるキャッシュ・フロー  △19,697 △18,712

財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの純増減
額(△は減少)

 9,537 13,838

長期借入金及び社債の発行による収入  426 14,481

長期借入金の返済及び社債の償還による支出  △11,453 △14,402

リース負債の返済による支出  △2,015 △2,267

配当金の支払額 8 △727 △1,454

非支配持分への配当金の支払額  △880 △1,032

財務活動によるキャッシュ・フロー  △5,112 9,164

現金及び現金同等物に係る換算差額  △398 54

現金及び現金同等物の増減額(△は減少)  △3,732 △743

現金及び現金同等物の期首残高  33,212 31,080

現金及び現金同等物の四半期末残高  29,480 30,337
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

住友理工株式会社(以下、「当社」という。)は、日本に所在する株式会社であります。当社の要約四半期連結財務

諸表は2021年12月31日を期末日とし、当社及び子会社(以下、「当社グループ」という。)並びに当社の関連会社によ

り構成されております。当社グループの主な事業内容は、注記５.「セグメント情報」に記載しております。

なお、当社の親会社は住友電気工業株式会社であります。

 
２．作成の基礎

(1) 要約四半期連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２に定める「指定国際会計基準特

定会社」の要件をすべて満たすことから、同第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しております。

本要約四半期連結財務諸表は、2022年２月　日に取締役会によって承認されております。

 

(2) 測定の基礎

要約四半期連結財務諸表は、公正価値で測定されている特定の金融商品等を除き、取得原価を基礎として測定し

ております。

 

(3) 表示通貨及び単位

要約四半期連結財務諸表の表示通貨は、当社の機能通貨である日本円であり、百万円未満を四捨五入しておりま

す。

 
３．重要な会計方針

当社グループが本要約四半期連結財務諸表において適用する会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表にお

いて適用した会計方針と同様であります。

なお、当第３四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積平均年次実効税率を用いて算定しております。

 
４．重要な会計上の見積り及び判断

当社グループの本要約四半期連結財務諸表は、経営者の見積り及び仮定を含んでおります。これらの見積り及び仮

定は、過去の実績及び期末日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の判断に基づ

きますが、将来において、これらの見積り及び仮定とは異なる結果となる可能性があります。見積り及びその基礎と

なる仮定は、継続して見直しております。会計上の見積りの変更による影響は、その見積りを変更した会計期間及び

影響を受ける将来の会計期間において認識しております。

なお、新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期等を含む仮定は、第２四半期連結累計期間から重要

な変更はありません。

本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、原則として前連結会計年度に係る連結

財務諸表と同様であります。
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５．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

当社グループは、製品・サービス別の管理体制を置き、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがって、当社グループは、管理体制を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「自

動車用品」、「一般産業用品」の２つを報告セグメントとしております。

 

各報告セグメント区分の主な製品・サービス又は事業内容は、以下のとおりであります。

報告セグメント 主な製品・サービス又は事業内容

自動車用品 防振ゴム、ホース、内装品、制遮音品、燃料電池（FC）部材、ゴムシール材等

一般産業用品
精密樹脂ブレード・ロール、車両用・住宅用・橋梁用防振ゴム、高圧ホース・搬送
用ホース等
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(2) 報告セグメントごとの売上高及び利益

報告セグメントの会計方針は、注記３.「重要な会計方針」で記載している当社グループの会計方針と同じであり

ます。

報告セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

当社グループの報告セグメントごとの売上高、利益又は損失及びその他の項目は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

    (単位：百万円)

 自動車用品 一般産業用品 合計 調整額
要約四半期
連結財務諸表
計上額

売上高      

外部顧客への売上高 245,095 38,701 283,796 ― 283,796

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,280 10,143 11,423 △11,423 ―

計 246,375 48,844 295,219 △11,423 283,796

セグメント利益
又は損失（△）（注）

△643 1,316 673 ― 673

その他の収益  1,042

その他の費用  △6,089

営業損失（△）  △4,374

金融収益  153

金融費用  △863

税引前四半期損失（△）  △5,084
 

　（注）セグメント利益又は損失（△）は、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除し、持分法による投資

損益を含めた金額である事業利益を使用しております。
 
当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

    (単位：百万円)

 自動車用品 一般産業用品 合計 調整額
要約四半期
連結財務諸表
計上額

売上高      

外部顧客への売上高 277,159 44,384 321,543 ― 321,543

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,764 11,016 12,780 △12,780 ―

計 278,923 55,400 334,323 △12,780 321,543

セグメント利益
又は損失（△）（注）

△2,419 3,539 1,120 ― 1,120

その他の収益  1,381

その他の費用  △1,489

営業利益  1,012

金融収益  273

金融費用  △891

税引前四半期利益  394
 

　（注）セグメント利益又は損失（△）は、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除し、持分法による投資

損益を含めた金額である事業利益を使用しております。
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前第３四半期連結会計期間(自　2020年10月１日　至　2020年12月31日)

    (単位：百万円)

 自動車用品 一般産業用品 合計 調整額
要約四半期
連結財務諸表
計上額

売上高      

外部顧客への売上高 102,024 14,545 116,569 ― 116,569

セグメント間の内部
売上高又は振替高

471 3,859 4,330 △4,330 ―

計 102,495 18,404 120,899 △4,330 116,569

セグメント利益（注） 7,015 1,200 8,215 ― 8,215

その他の収益  335

その他の費用  △587

営業利益  7,963

金融収益  47

金融費用  △251

税引前四半期利益  7,759
 

 （注）セグメント利益は、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除し、持分法による投資損益を含めた金

額である事業利益を使用しております。

 

当第３四半期連結会計期間(自　2021年10月１日　至　2021年12月31日)

    (単位：百万円)

 自動車用品 一般産業用品 合計 調整額
要約四半期
連結財務諸表
計上額

売上高      

外部顧客への売上高 97,840 15,332 113,172 ― 113,172

セグメント間の内部
売上高又は振替高

613 3,815 4,428 △4,428 ―

計 98,453 19,147 117,600 △4,428 113,172

セグメント利益
又は損失（△）（注）

△351 1,368 1,018 ― 1,018

その他の収益  524

その他の費用  △413

営業利益  1,129

金融収益  80

金融費用  △334

税引前四半期利益  875
 

 （注）セグメント利益は、売上高から売上原価、販売費及び一般管理費を控除し、持分法による投資損益を含めた金

額である事業利益を使用しております。

 

EDINET提出書類

住友理工株式会社(E01097)

四半期報告書

17/26



 

６．収益

主たる地域市場における収益の分解と報告セグメントとの関連は以下のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント 日本 米州 アジア 欧州その他 合計

自動車用品 78,438 55,218 82,678 28,761 245,095

一般産業用品 25,887 207 11,755 852 38,701

合計 104,325 55,425 94,433 29,613 283,796
 

(注)　金額は、外部顧客への売上高で表示しております。

 

当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント 日本 米州 アジア 欧州その他 合計

自動車用品 82,270 66,733 96,449 31,707 277,159

一般産業用品 30,685 119 13,278 302 44,384

合計 112,955 66,852 109,727 32,009 321,543
 

(注)　金額は、外部顧客への売上高で表示しております。

 

７．金融商品

(1) 金融商品の公正価値

①　公正価値の測定方法

(現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務)

これらは短期間で決済されるものであるため、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっております。

(その他の金融資産、その他の金融負債)

その他の金融資産のうち、３ヶ月超の定期預金等については、短期間で決済されるものであるため、帳簿価額

が公正価値の合理的な近似値となっております。

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産のうち、上場株式については取引所の市場価格、非

上場株式については類似会社の市場価格に基づく評価技法等を用いて算定しております。

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産及び金融負債並びにヘッジ手段として指定された金融資産及び

金融負債であるデリバティブについては、取引先金融機関から提示された価格に基づいて算定しております。

(社債及び借入金)

社債及び借入金については、将来キャッシュ・フローを、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。
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②　金融商品の区分ごとの公正価値

金融資産及び金融負債の公正価値と要約四半期連結財政状態計算書上の帳簿価額は以下のとおりであります。

 (単位:百万円)

 

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期
連結会計期間
(2021年12月31日)

帳簿
価額

公正
価値

帳簿
価額

公正
価値

償却原価で測定される金融負債     

社債 44,874 45,315 44,891 45,341

借入金 34,581 34,688 56,712 56,759
 

 
「②　金融商品の区分ごとの公正価値」で開示している、償却原価で測定される金融商品の公正価値ヒエラル

キーはすべてレベル２であります。

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産

は、要約四半期連結財政状態計算書における「その他の金融資産」に含まれております。

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債及びヘッジ手段として指定された金融負債は、要約四半期連結

財政状態計算書における「その他の金融負債」に含まれております。

なお、当初認識時に、純損益を通じて公正価値で測定される金融資産及び金融負債として指定する取消不能な

選択を行った金融資産及び金融負債は保有しておりません。
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③　公正価値ヒエラルキー

以下の表は、金融資産及び金融負債に関する経常的な公正価値測定を分析したものであります。これらの公正

価値測定は、用いられる評価技法へのインプットに基づいて、３つの公正価値ヒエラルキーのレベルに区分され

ております。それぞれのレベルは、以下のように定義付けられております。

レベル１：当社グループが測定日にアクセスできる同一の資産又は負債に関する活発な市場における相場価

格(無調整)

レベル２：レベル１に含まれる相場価格以外のインプットのうち、資産又は負債について直接的又は間接的

に観察可能なもの

レベル３：資産又は負債に関する観察可能でないインプット

 
公正価値ヒエラルキーのレベル間の振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化が生じた日に認識しており

ます。

 
前連結会計年度(2021年３月31日)

 (単位:百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産    

デリバティブ ― 273 ―

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される
金融資産

   

上場株式 117 ― ―

非上場株式 ― ― 4,298

合計 117 273 4,298

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債    

デリバティブ ― 1,412 ―

ヘッジ手段として指定された金融負債    

デリバティブ ― 85 ―

合計 ― 1,497 ―
 

　

当第３四半期連結会計期間(2021年12月31日)

 (単位:百万円)

 レベル１ レベル２ レベル３

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産    

デリバティブ ― 548 ―

その他の包括利益を通じて公正価値で測定される
金融資産

   

上場株式 103 ― ―

非上場株式 ― ― 5,260

合計 103 548 5,260

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債    

デリバティブ ― 646 ―

ヘッジ手段として指定された金融負債    

デリバティブ ― 49 ―

合計 ― 695 ―
 

前連結会計年度及び当第３四半期連結累計期間中、レベル１と２間の振替はありませんでした。
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④　レベル２、３に区分される公正価値測定に関する情報

(a) 評価技法及びインプット

レベル２の金融資産及び金融負債は、デリバティブ金融資産及びデリバティブ金融負債であります。これら

の公正価値は、取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

レベル３の金融資産は、主として非上場株式であります。非上場株式の公正価値は、類似会社の市場価格に

基づく評価技法等を用いて算定しております。非上場株式の公正価値測定にあたっては、評価倍率等の観察可

能でないインプットを用いております。

 
(b) 評価プロセス

レベル３の金融商品に係る公正価値の測定は、関連する社内規程に従い実施しております。公正価値の測定

に際しては、対象となる金融商品の性質、特徴及びリスクを最も適切に反映できる評価技法及びインプットを

用いております。また公正価値の測定結果については上位役職者のレビューを受けております。

 
(c) レベル３に区分される経常的な公正価値測定

経常的に公正価値で測定されるレベル３に分類される金融商品の公正価値の測定に関する重要な観察可能で

ないインプットは、EBIT倍率及び非流動性ディスカウントであります。公正価値はEBIT倍率の上昇(低下)によ

り増加(減少)し、非流動性ディスカウントの上昇(低下)により減少(増加)します。

 
レベル３に分類される金融商品について、観察可能でないインプットを合理的に考え得る代替的な仮定に変

更した場合の公正価値の増減は重要ではありません。

 
⑤　レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表

  (単位:百万円)

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年12月31日)

期首残高 5,063 4,298

購入 ― ―

利得又は損失合計   

その他の包括利益 △765 983

売却・決済 ― △21

その他の増減 ― ―

期末残高 4,298 5,260
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８．配当金

前第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結累計期間における配当金支払額は、以下のとおりであります。

　

前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2020年６月18日
定時株主総会

普通株式 727 7.00 2020年３月31日 2020年６月19日
 

 

当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

2021年６月17日
定時株主総会

普通株式 727 7.00 2021年３月31日 2021年６月18日

2021年11月１日
取締役会

普通株式 727 7.00 2021年９月30日 2021年12月１日
 

 
 
９．１株当たり四半期利益

基本的１株当たり四半期利益又は損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、希薄化後１株当たり四

半期利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年12月31日)

親会社の所有者に帰属する四半期損失（△）(百万円) △7,257 △4,644

期中平均普通株式数(千株) 103,827 103,826

基本的１株当たり四半期損失（△）(円) △69.89 △44.73
 

 

 
前第３四半期連結会計期間
(自　2020年10月１日
至　2020年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　2021年10月１日
至　2021年12月31日)

親会社の所有者に帰属する四半期利益
又は損失（△）(百万円)

5,395 △1,164

期中平均普通株式数(千株) 103,827 103,826

基本的１株当たり四半期利益又は損失（△）(円) 51.97 △11.21
 

 

10．後発事象

記載すべき事項はありません。
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２ 【その他】

　①2021年11月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議しました。

　　(イ)中間配当による配当の総額・・・・・・・・727百万円

　　(ロ)１株あたりの金額・・・・・・・・・・・・７円00銭

　　(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・2021年12月１日

   (注)2021年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。

 
　②訴訟

当社は、2014年６月５日に広島地方裁判所において、マツダ株式会社（以下、マツダ社）から、マツダ社製乗用

車３車種でパワーステアリング装置の不具合により、マツダ社がリコール等の市場改善措置等を実施した件につい

て、当社に対して16,270百万円の支払いを求める損害賠償請求訴訟（第一審）を提起されていたところ、2019年６

月24日に第一審判決の言い渡しがあり、マツダ社の主張には理由がなく、当該損害賠償請求を棄却するとの判決が

言い渡されました。その後、マツダ社は2019年７月10日に、広島高等裁判所に控訴しておりましたが、2021年11月

26日に当該請求は棄却の判決が言い渡され、当社の勝訴が確定し、当該訴訟は終結いたしました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年２月１日

住友理工株式会社

取締役会　御中
 

有限責任あずさ監査法人

名古屋事務所
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員

 
公認会計士 森　　本　　泰　　行  
 

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 金　　原　　正　　英  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住友理工株式会

社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2021年10月１日から2021年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年12月31日まで）に係る要約四半期連結財務諸

表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四

半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期

レビューを行った。

 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、「四半期連結財務諸表の用語、

様式及び作成方法に関する規則」第93条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、住友理工

株式会社及び連結子会社の2021年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四

半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる

証拠を入手したと判断している。

 
要約四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約四半期連結財務諸表を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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要約四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から要約

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約四半期連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務

諸表の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。ま

た、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において要約四半期連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約四半期連結財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、要約四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・要約四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせ

る事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約四半期連結財務諸表の表示、構成及び内

容、並びに要約四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・要約四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、要約四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、

単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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